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1 北海道建設業サポートセンターの運営

2 メールマガジンの配信

3 北海道中小企業総合支援センター事業費補助金

4 移動中小企業経営相談事業

5 中小企業総合振興資金

6 小規模企業者等設備貸与事業

7 高度化資金貸付事業

8 建設業経営効率化庁内連携会議の開催

9 地方建設業経営効率化協議会の開催

10 経常建設共同企業体の活用

11 競争入札参加資格審査における合併企業に対する優遇措置

12 早期の単価変更による、実勢を反映した労務単価による積算

13 設計資材単価の毎月改定と予定価格の適切な設定

14 不調・不落等の工事における見積りを活用した入札の検討

15 遠隔地からの労働者・建設資材等の調達に伴う設計変更

16 施工時期の平準化と余裕ある工期での発注

17 三者検討会の開催

18 設計変更確認会議の実施

19 中小企業者等に対する受注機会の確保

20 下請における道内建設業者の活用

21 他の機関への受注機会確保の要請

22 高断熱・高気密の特性を活かした住宅関連事業の拡大

23 既存住宅の性能向上リフォーム・流通の促進

24 サービス付き高齢者向け賃貸住宅の普及促進

25 循環型の住宅市場の形成

26 ICTを活用した工事現場での施工や書類作成の省力化による
生産性の向上

27 建設業担い手対策支援事業

28 建設現場における現場打ちコンクリートの生産性の向上

29 プレキャスト工法活用拡大の検討

30 受発注者間の書類等の簡素化

31 公共工事における新技術の積極的な活用

32 施工時期の平準化と余裕ある工期での発注【再掲】

33 優れた企業や現場技術者に対する表彰

34 優れた企業や現場技術者に対する表彰【再掲】

35 競争入札参加資格審査における技術力の評価

36 競争入札参加資格審査における合併企業に対する優遇措置【再掲】

37 総合評価落札方式での技術力の評価

38 経常建設共同企業体の活用【再掲】

39 公共工事における新技術の積極的な活用【再掲】

40 北方型住宅・きた住まいる制度の推進

41 住宅技術講習会の開催

(2)生産性の向上

「北海道建設産業支援プラン２０１８」施策と推進事業体系図(令和２年度(2020年度))

(3)技術力の向上

施　　　策 推　　進　　事　　業

(1)経営力の向上

１　将来に続く経営力の強化
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42 就業環境改善支援事業

43 非正規雇用労働者正社員化等推進事業

44 中小企業労働福祉推進事業

45 中小企業労働相談

46 誰もが働きやすい職場環境づくり事業

47 建設雇用改善優良事業所知事表彰

48
ICTを活用した工事現場での施工や書類作成の省力化による
生産性の向上【再掲】

49 週休2日工事の導入

50 労働環境改善プロジェクトの実施

51 適切な賃金水準を確保するための調査の実施

52 適切な賃金水準の確保の要請

53 施工時期の平準化と余裕ある工期での発注【再掲】

54 安全点検推進事業（安全パトロールの実施）

55 総合評価落札方式での人づくりの取組への評価

56 建設業退職金共済制度実態調査

57 社会保険加入状況の「見える化」

58 社会保険未加入企業への指導等

59 一人親方等の安全及び健康の確保

60 建設キャリアアップシステムの周知

61 北海道建設産業担い手確保・育成推進協議会

62 北海道建設業サポートセンターの運営【再掲】

63 メールマガジンの配信【再掲】

64 建設業担い手対策支援事業【再掲】

65 建設産業担い手対策推進事業

66 若年労働者雇用対策事業（北海道就業支援センター事業）

67 人材誘致促進事業

68 北海道Ｕ・Ｉターンフェア（合同企業説明会）

69 ＵＩＪターン新規就業支援事業

70 外国人材採用相談会の開催（外国人材確保支援事業費）

71 外国人材地域サポート促進事業

72 外国人材誘致強化事業

73 住宅、社会資本整備等のパネル展の開催

74 出前講座の実施

75 学生等を対象とした建設現場見学会への支援

76
総合的なインターンシップ実践プロジェクト(北海道ふるさと・みらい創生
推進事業)

77 高等学校就職促進マッチング事業

78 高校生就業体験活動推進事業

79 高校生建築デザインコンクール事業

80 総合評価落札方式での人づくりの取組への評価【再掲】

81 冬期増嵩経費措置事業

82 季節労働者通年雇用促進地域対策事業

２　技術をつなぐ担い手確保･育成
　　の強化

(1)誰もが輝ける働き方改革の
　推進

(2)技術をつなぐ担い手の確保
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83 北海道建設産業担い手確保・育成推進協議会【再掲】

84 北海道建設業サポートセンターの運営【再掲】

85 メールマガジンの配信【再掲】

86 週休2日工事の導入【再掲】

87 道立高等技術専門学院における建設関連人材育成

88 事業内職業訓練事業費補助

89 技能士重用制度

90 総合評価落札方式での人づくりの取組への評価【再掲】

91 産業貢献賞（労働関係功労者）

92 建設業担い手対策支援事業【再掲】

93 建設産業担い手対策推進事業【再掲】

94 北海道建設産業担い手確保・育成推進協議会【再掲】

95 北海道建設業サポートセンターの運営【再掲】

96 メールマガジンの配信【再掲】

97 建設業担い手対策支援事業【再掲】

98 建設産業担い手対策推進事業【再掲】

99 男女平等参画社会づくり推進事業

100 北の女性活躍サポート事業

101 誰もが働きやすい職場環境づくり事業【再掲】

102 女性が働きやすい職場環境づくり

103 総合評価落札方式での人づくりの取組への評価【再掲】

104 総合評価落札方式での災害対応等の評価

105 防災協定の拡充

106 防災教育、防災訓練等

107 長寿命化計画における中長期的需要見通しの明示

108 中小企業向けＢＣＰ普及促進、策定支援

109 地域建設業と市町村との連携強化

110 市町村への総合評価落札方式等の入札制度の周知

111 担い手３法の趣旨の周知

(2)市町村との連携強化

(3)技術をつなぐ担い手の育成

(4)北の輝く女性の活躍推進

３　地域の安全･安心の確保

(1)地域力の強化
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112 北海道建設業サポートセンターの運営【再掲】

113 メールマガジンの配信【再掲】

114 新分野進出取組事例の紹介

115 北海道中小企業総合支援センター事業費補助金【再掲】

116 中小企業競争力強化促進事業

117 地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業(新産業創造事業)）

118 循環資源利用促進設備整備費補助金

119 リサイクル技術研究開発補助金

120 リサイクル産業創出事業費補助金

121 環境産業関連製品技術開発振興事業

122 中小企業総合振興資金【再掲】

123 ３Ｒ連携推進事業

124 リサイクル製品認定支援事業

125 リサイクルアドバイザー派遣事業

126 高断熱・高気密の特性を活かした住宅関連事業の拡大【再掲】

127 競争入札参加資格審査における地域貢献の加点措置

128 建設業法など関係法制度の遵守の指導

129 「建設業法令遵守ガイドライン」及び「発注者・受注者間における
建設業法令遵守ガイドライン」の周知徹底

130 安全点検推進事業（安全パトロールの実施）【再掲】

131 建設工事下請状況等調査

132 社会保険加入状況の「見える化」【再掲】

133 社会保険未加入企業への指導等【再掲】

134 建設業法に基づく監督処分の厳正な対応

135 建設ホットラインの活用

136 「建設産業における生産システム合理化指針」の周知徹底

137 安全点検推進事業（安全パトロールの実施）【再掲】

138 建設工事下請状況等調査【再掲】

139 施工体制点検・確認要領に基づく点検

140 建設業法など関係法制度の遵守の指導【再掲】

141 建設ホットラインの活用【再掲】

142 「建設業等における構造改善推進懇談会」の開催

143 社会保険加入状況の「見える化」【再掲】

144 社会保険未加入企業への指導等【再掲】

145 暴力団排除の徹底

146 安全点検推進事業（安全パトロールの実施）【再掲】

147 建設業法など関係法制度の遵守の指導【再掲】

148 建設工事下請状況等調査【再掲】

149 施工体制点検・確認要領に基づく点検【再掲】

150 建設業法に基づく監督処分の厳正な対応【再掲】

151 指名停止等の適正な運用

152 「建設産業における生産システム合理化指針」の周知徹底【再掲】

153 建設ホットラインの活用【再掲】

(1)新分野や道外などへの進出

４　建設産業の環境整備

(2)法令遵守の徹底

(3)適正な施工体制

(4)不良・不適格業者の排除
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154 建設業経営効率化庁内連携会議の開催【再掲】

155 地方建設業経営効率化協議会の開催【再掲】

156 三者検討会の開催【再掲】

157 トータルマネジメント委員会の開催

158 ICTを活用した工事現場での施工や書類作成の省力化による
生産性の向上【再掲】

159 建設現場における現場打ちコンクリートの生産性の向上【再掲】

160 プレキャスト工法活用拡大の検討【再掲】

161 施工時期の平準化と余裕ある工期での発注【再掲】

162 債務負担行為の活用

163 CIM等の新しい設計、施工のあり方の検討

164 受発注者間の書類等の簡素化【再掲】

165 設計変更確認会議の実施【再掲】

166 ワンデーレスポンスの実施

167 競争入札参加資格審査における担い手確保の加点措置

168 競争入札参加資格審査における女性の活躍推進の加点措置

169 新規雇用や若年技術者の配置を優遇した総合評価落札方式の
入札実施

170 競争入札参加資格者を社会保険等の加入者に限定

171 社会保険加入状況の「見える化」【再掲】

172 社会保険未加入企業への指導等【再掲】

173 元請及び下請企業に係る社会保険未加入対策の促進

174 女性が働きやすい職場環境づくり【再掲】

175 総合評価落札方式での人づくりの取組への評価【再掲】

176 一人親方等の安全及び健康の確保【再掲】

177 施工時期の平準化と余裕ある工期での発注【再掲】

178 早期の単価変更による、実勢を反映した労務単価による積算【再掲】

179 設計資材単価の毎月改定と予定価格の適切な設定【再掲】

180 不調・不落等の工事における見積りを活用した入札の検討【再掲】

181 遠隔地からの労働者・建設資材等の調達に伴う設計変更【再掲】

182 適切な賃金水準を確保するための調査の実施【再掲】

183 適切な賃金水準の確保の要請【再掲】

184 技能士重用制度【再掲】

185 入札参加資格審査における通年雇用化の実績のある企業への
優遇措置

186 長寿命化計画における中長期的需要見通しの明示【再掲】

187 道路メンテナンス事業補助

188 北海道維持管理業務連絡協議会との意見交換

189 防災協定の拡充【再掲】

190 総合評価落札方式での災害対応等の評価【再掲】

191 競争入札参加資格審査における防災活動等の加点措置

192 市町村への総合評価落札方式等の入札制度の周知【再掲】

(4)地域の安全・安心の確保

(3)担い手確保・育成に関する取組

(1)「建設業経営効率化」の取組

(2)生産性の向上の取組

５　発注者としての取組
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193 暴力団排除の徹底【再掲】

194 指名停止等の適正な運用【再掲】

195 社会保険加入状況の「見える化」【再掲】

196 社会保険未加入企業への指導等【再掲】

197 建設工事下請状況等調査【再掲】

198 一般競争入札の実施

199 中小企業者等に対する受注機会の確保【再掲】

200 一般競争入札における適切な地域要件の設定

201 総合評価落札方式での技術力の評価【再掲】

202 施工体制点検・確認要領に基づく点検【再掲】

203 安全点検推進事業（安全パトロールの実施）【再掲】

(5)透明で公正な競争の促進
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係

１　将来に続く経営力の強化
(1)経営力の向上 1 北海道建設業

サポートセンター
の運営

建設産業支援の総合的な窓口である「北海道建設
業サポートセンター」において各種支援施策などの
情報提供や、中小企業診断士、公認会計士による
指導・助言などを行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

■建設業相談業務 35 件
（専門家による相談業務） ( 34 件)
■サポートセンター会議開催 1 回

2 メールマガジンの
配信

建設産業の役割、重要性の発信や、各種支援施策
などの情報をタイムリーに提供するため、メールマ
ガジン「建設業チャレンジ通信『道知るべ』」を発行
する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

■メールマガジン発行 14 回

3 北海道中小企業
総合支援センター
事業費補助金

中小企業・小規模事業者の経営資源の確保等を支
援するため、中小企業支援法に基づき（公財）北海
道中小企業総合支援センターが行う総合相談等の
支援事業に助成する。

経済部　地域経済局
中小企業課
経営支援係
（２６－２２３）

■総合相談窓口

　・総合相談 17,101 件

( 620 件)
　・弁護士相談

■専門家派遣事業 9 回

■取引拡大支援事業

　・ビジネスマッチング事業 7 回

　・受発注情報収集提供事業 211 企業

　・商談会等開催事業 1 回

4 移動中小企業経営
相談事業

中小企業者に対し道の融資制度、経営指導事業の
周知を図るとともに、個別企業ごとに金融の相談及
び経営に関する助言・指導等を行い、中小企業の
経営の安定、金融の円滑化を図る。

経済部　地域経済局
中小企業課
金融係
（２６ー３６４）

■新型コロナウイルス感染症の影響を受けている 9 回
　 中小・小規模企業向け地域施策説明会・相談会

5 中小企業総合振興
資金

中小企業者等の経営基盤の強化、事業の活性化を
図るため、金融機関を通じ必要な事業資金等を融
資する。

経済部　地域経済局
中小企業課
金融係
（２６ー３６４）

【新規融資枠】

■ライフステージ対応資金 249 件
　新規融資枠:    20,000 百万円 1,991 百万円

■経済環境変化対応資金 1,515 件
　新規融資枠:    25,000 百万円 36,101 百万円

■一般経営資金 1,819 件
　新規融資枠:    25,000 百万円 17,300 百万円

■新型コロナウイルス感染症対応資金 57,102 件
　新規融資枠: 1,500,000 百万円 1,079,082 百万円

6 小規模企業者等
設備貸与事業

小規模企業者等の創業又は経営の革新に必要な
設備の導入を支援するため、（公財）北海道中小企
業総合支援センターが設備を購入し、小規模企業
者等に設備を割賦販売またはリースで貸与する。

経済部　地域経済局
中小企業課
高度化資金係
（２６ー３７８）

■設備貸与事業

　・道からセンターへの貸付金交付額 48 件

( 13 件)

508,805 千円

(153,993 千円)

「北海道建設産業支援プラン２０１８推進事業」令和２年度（2020年度）推進事業取組結果
取組結果

(下段( ):建設業)
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

1 (1)経営力の向上 7 高度化資金貸付
事業

中小企業者が設立した事業協同組合等が、事業の
共同化等、中小企業の経営基盤強化を目的として
必要な施設を整備する場合に、北海道が長期・低
利の資金を直接貸付ける。

経済部　地域経済局
中小企業課
高度化資金係
（２６ー３７８）

■貸付事業 0 件

0 千円

8 建設業経営効率化
庁内連携会議の
開催

「建設業経営効率化庁内連携会議」の開催により、
道庁内における「建設業経営効率化」の取組を推
進する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１）

　
　
　

■建設業経営効率化庁内連絡会議開催 1 回 建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

9 地方建設業
経営効率化協議会
の開催

施工現場の効率化に向けた三者検討会や、現場代
理人･工事監督員を対象とする研修の充実強化な
どに関する協議などを行う「地方建設業経営効率化
協議会」を開催する。 10 建管

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１）

10 経常建設共同
企業体の活用

経常建設共同企業体の結成により、継続的な協業
関係を確保し、経営力や施工力の強化に取り組む
企業の活用を図る。

・農政部 191 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 112 件

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部(土木) 126 件

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

　
　
　 ・建設部(建築) 79 件

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

11 競争入札参加資格
審査における合併
企業に対する優遇
措置

真に経営力・技術力の強化に資するための合併等
に対し、入札参加資格の優遇措置を行う。

■優遇措置

・農政部 0 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 0 件

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部(土木) 0 件

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

　
　
　 ・建設部（建築） 0 件

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

12 早期の単価変更
による、実勢を
反映した労務単価
による積算

労働市場の実勢価格を適切かつ迅速に設計労務
単価へ反映させるための調査を実施する。

■調査職種数
51 件

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６４）

13 設計資材単価の
毎月改定と予定
価格の適切な設定

設計資材単価について毎月改定を行い、適切な予
定価格の設定に努める。

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６４）

■R２発注工事件数 3,449 件
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

1 (1)経営力の向上 14 不調・不落等の
工事における
見積りを活用した
入札の検討

積算価格と実勢価格に乖離が見られる場合、入札
参加者から見積りを求め予定価格に反映させること
により、円滑な事業の執行や受注者の適正な利潤
の確保を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６５）

■見積活用方式試行工事件数 8 件

15 遠隔地からの
労働者・建設
資材等の調達に
伴う設計変更

労働者や建設資材等のひっ迫が生じ、やむを得ず
遠隔地から調達せざるを得ない場合、実態を反映し
て設計変更することにより、受注者の適正な利潤の
確保を図る。

・農政部 4 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 8 件

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部 18 件

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６９）

16 施工時期の平準化
と余裕ある工期
での発注

早期発注や、余裕のある工期の設定に努めるな
ど、施工時期等の平準化に努める。

・農政部 10 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 368 件

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部(土木) 2,733 件

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

・建設部(建築) 45 件

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
計画係
（２９－８６８）

17 三者検討会の開催 道発注工事において、工事を円滑に施工するた
め、工事施工前に発注者、施工者、設計者による
施工条件や設計の考え方などの確認を行う三者検
討会の推進を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

■三者検討会 449 回

18 設計変更確認会議
の実施

適切な設計変更手続きや工事完成検査が円滑に
行われるよう、受発注者間で設計変更内容や工事
書類の簡素化等について確認共有するため、設計
変更確認会議を開催する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

■設計変更確認会議 24 回

19 中小企業者等に
対する受注機会
の確保

「中小企業者等に対する受注機会の確保に関する
推進方針」に基づき、公共工事に関する発注にあた
り、道内中小建設業者の受注機会の確保・拡大に
努める。

経済部　地域経済局
中小企業課
小規模企業係
（２６－２２０）

■中小企業者向け契約目標 90.8 ％

(Ｒ２上期)
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

1 (1)経営力の向上 20 下請における道内
建設業者の活用

道発注工事の工事請負業者に対して、道内建設業
者を下請に選定するよう要請する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

　
　
　

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

21 他の機関への受注
機会確保の要請

国、ＪＲ北海道、東日本高速道路（株）、(独）鉄道建
設・運輸施設整備支援機構鉄道建設本部北海道新
幹線建設局などの発注機関に対し、道内中小建設
業者の受注機会の拡大のための措置を講ずるよう
要請する。

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

■発注機関に対する要請 ５月実施

(４機関)

22 高断熱・高気密の
特性を活かした
住宅関連事業の
拡大

住宅見本市への出展や欧露部との寒冷地建築地
域間交流などにより、高断熱・高気密の特性を活か
した住宅関連事業の道外・海外市場への販路拡大
を促進する。

建設部　住宅局
建築指導課
普及推進係
（２９－４６８）

■北国の住まいづくりパネル展 1 回

23 既存住宅の性能
向上リフォーム・
流通の促進

既存住宅のバリアフリー、省エネルギー、耐震性能
などの基本性能の向上を図り、良質な住宅ストック
の形成を進めるため、改修技術の普及を図る。

建設部　住宅局
建築指導課
企画係
（２９－４７０）

■リフォーム普及啓発資料の配布 1 回

24 サービス付き
高齢者向け賃貸
住宅の普及促進

民間事業者等に対してサービス付き高齢者向け賃
貸住宅の普及促進を図る。

建設部　住宅局
建築指導課
普及推進係
（２９－４７１）

■道内の新規登録件数 901 件

25 循環型の住宅市場
の形成

既存住宅の現況調査、改修等施工履歴情報の記
録保管、住宅品質情報の提供などにより、質の高
い既存住宅流通の促進に取り組む。

きた住まい
るサポート
システムの
運用

建設部　住宅局
建築指導課
企画係
（２９－４７０）

(2)生産性の向上 26 ICTを活用した
工事現場での
施工や書類作成
の省力化による
生産性の向上

ＩＣＴ建設機械での施工やTSによる出来形管理など
のICTを活用し、生産性の向上を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

■ICT活用工事 70 件

27 建設業担い手対策
支援事業

建設業団体等が行う入職促進や定着促進、生産性
の向上を図る取組に補助する。

■交付件数
■交付額

9
4,154

件
千円

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

28 建設現場における
現場打ち
コンクリートの
生産性の向上

熟練した技能を必要とせず、施工効率の高い「機械
式鉄筋定着工法」、「機械式継手工法」、「流動性の
高いコンクリート」の活用を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

■土木工事共通仕様書（Ｈ31.4月改定） 10 建管

29 プレキャスト工法
活用拡大の検討

建設現場の省力化を図るため、コンクリート構造物
のプレキャスト化の推進について検討する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

■土木工事共通仕様書（Ｈ31.4月改定） 10 建管

契約締結時に受注者
に対し、道内の中小企
業を下請負人に選定
するよう努める旨を通
知
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

1 (2)生産性の向上 30 受発注者間の
書類等の簡素化

工事完成前に受注者と発注者が一堂に会し開催す
る設計変更確認会議において、工事書類の簡素化
等について確認・共有することにより、生産性の向
上を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１）

■土木工事共通仕様書（Ｈ31.4月改定） 10 建管

31 公共工事における
新技術の積極的な
活用

建設工事のコスト縮減、安全・安心の確保、環境保
全やリサイクルの推進などの新技術情報を募集し、
道発注工事において積極的な活用に努める。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

■新技術の活用件数 113 件
※受注者提案・創意工夫等を含むNETIS活用数

32 施工時期の平準化
と余裕ある工期
での発注
【再掲】

【再掲　No.16】

33 優れた企業や
現場技術者に
対する表彰

施工技術の一層の向上や品質確保を目的に優秀
業者を表彰するとともに、個々の技術者の技術力
向上に向けた取組意欲を高めるため、特に優れた
現場技術者を表彰する。

・農政部 25
105

社
名

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 22
52

社
名

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部(土木) 58
(43
111
(71

社
名)
社
名)

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

　
　
　

・建設部(建築) 14 社 建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

(3)技術力の向上 34 優れた企業や
現場技術者に
対する表彰
【再掲】

【再掲　No.33】

35 競争入札参加資格
審査における技術
力の評価

競争入札参加資格審査において、工事施行成績に
対する評価を行う。

■工事施行成績に対する評価

・農政部 544 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

　
　

・水産林務部 314 件

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

　
　
　 ・建設部(土木) 1,003 件

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

　
　
　 ・建設部(建築) 502 件

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

36 競争入札参加資格
審査における合併
企業に対する優遇
措置
【再掲】

【再掲　No.11】
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

1 (3)技術力の向上 37 総合評価落札方式
での技術力の評価

価格に加え、価格以外の技術力などの要素も総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落札方式
を充実し、技術力の向上に取り組む企業に対する
評価を行う。

■「企業の施工能力」を評価項目に設定した工事件
数

・農政部 370 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

　
　

・水産林務部 37 件

水産林務部　総務課
管理係
（２８－１０４）

　
　
　

・建設部(土木) 740 件
建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

　
　
　

・建設部(建築) 61 件 建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

38 経常建設共同
企業体の活用
【再掲】

【再掲　No.10】

39 公共工事における
新技術の積極的
な活用
【再掲】

【再掲　No.31】

40 北方型住宅・きた住
まいる制度の推進

北海道にふさわしい質の高い住宅である「北方型
住宅」の推進と建築技術の向上を図り、良質な住宅
ストックの形成を支援する。

建設部　住宅局
建築指導課
企画係
（２９－４７０）

■きた住まいるメンバーの新規登録数 23 件

41 住宅技術講習会の
開催

住宅建設に携わる技術者の技術力向上を図るた
め、講習会等を開催する。

建設部　住宅局
建築指導課
企画係
（２９－４７０）

■講習会の開催 1 回

２　技術をつなぐ担い手確保･育成の強化

(1)誰もが輝ける働き方改革
の推進

42 就業環境改善支援
事業

中小企業等の就業環境改善を促進するため、地域
企業へのハンズオン支援と優良事例の普及に取り
組む。

経済部　労働政策局
雇用労政課
働き方改革推進室
就業環境係
（２６－４６７）

■ハンズオン支援の実施 11 回

(3 回）

■優良事例集の作成 3,400 部

■フォーラムの開催 1 回

43 非正規雇用労働者
正社員化等推進事
業

非正規雇用労働者の正社員化を図るため、専門家
による個別支援を実施するとともに、経営層及び人
事・労務担当者を対象としたセミナーを開催する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
働き方改革推進室
就業環境係
（２６－４６７）

■個別支援 7 件

(0 件）

■セミナー 1 回
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

2 (1)誰もが輝ける働き方改革
の推進

44 中小企業労働福祉
推進事業

労働時間短縮並びに男女間の就労環境の格差解
消をはじめ、重要な労働問題のテーマ等について、
中小企業の事業主や労働者に対して普及啓発を行
い、中小企業における労働福祉の向上を図るととも
に、職業病・労働災害を防止し労働者の安全と健康
を確保するため、意見交換等を実施する。

経済部労働政策局
雇用労政課
働き方改革推進室
労働環境係
（２６－４６７）

■労働問題セミナーの開催 11 回

45 中小企業労働相談 労使からの相談に対応するため、労働相談ホットラ
インによる相談業務を委託により実施するとともに、
全道１５カ所に中小企業労働相談所を設置する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
働き方改革推進室
就業環境係
（２６－４６９）

■中小企業労働相談所 15 箇所

■労働相談件数 1,130 件

(58 件）

46 誰もが働きやすい
職場環境づくり
事業

仕事と家庭が両立できる職場環境の整備を含めた
働き方改革の推進を図るため、「北海道働き方改革
推進企業認定制度」や表彰の実施などにより、両立
支援に取り組んでいる企業を支援する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
働き方改革推進室
就業環境係
（２６－４６９）

■北海道働き方改革推進企業認定数 663 企業

（600 企業)

■「仕事と家庭を考えるシンポジウム」の開催 1 回

■北海道働き方改革推進企業・女性活躍表彰 1 企業

（１ 企業)

47 建設雇用改善優良
事業所知事表彰

建設労働者の雇用改善及び建設業に従事する季
節労働者の通年雇用化促進のための環境整備等
について積極的な活動を展開し、その成果がみら
れる中小建設事業所に対し、その努力と功績をた
たえるとともに、建設労働者の雇用の改善を図る。

経済部　労働政策局
雇用労政課
雇用労政係
（２６－７７３）

■建設雇用改善優良事業所表彰 1 社

48 ICTを活用した
工事現場での
施工や書類作成
の省力化による
生産性の向上
【再掲】

【再掲　No.26】

49 週休2日工事の
導入

建設産業における労働環境改善のため、週休２日
工事を導入する。

■週休２日工事

・農政部 550 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 327 件

水産林務部　総務課
管理係
（２８－１０４）

・建設部（土木） 1,986 件

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

・建設部（建築） 92 件

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

50 労働環境改善
プロジェクトの
実施

土日の作業となる依頼や勤務時間外の打合せを行
わない取組により、労働環境を改善する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

■発注者側達成率 91 ％

■受注者側達成率 98 ％
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

2 (1)誰もが輝ける働き方改革
の推進

51 適切な賃金水準を
確保するための
調査の実施

労働市場の実勢価格を適切かつ迅速に設計労務
単価へ反映させるための調査を実施する。

建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
（２９－１６５）

■調査職種数 51 件

52 適切な賃金水準の
確保の要請

設計労務単価改定に伴う対応状況や賃金に対する
考え方に関するアンケート調査の結果を踏まえて適
切な賃金水準確保の要請を行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

■業界団体に対する要請 22 件

53 施工時期の平準化
と余裕ある工期
での発注
【再掲】

【再掲　No.16】

54 安全点検推進事業
（安全パトロール
の実施）

建設工事現場における安全管理意識の高揚を啓
発するため、道発注の建設工事現場において、安
全パトロールを実施し、施工体制や安全対策等の
適正化について指導・啓発を行う。

■農政部
・全道一斉安全パトロール 33 現場

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

■水産林務部
・随時実施 34 現場

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

■建設部
・建設工事安全パトロール(10建設管理部)

116 現場 建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

　
　
　

・営繕工事施行現場安全パトロール

　　施工体制、現場安全対策の点検･指導

34 現場 建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

55 総合評価落札方式
での人づくりの
取組への評価

価格に加え、価格以外の技術力などの要素も総合
的に評価して落札者を決定する、総合評価落札方
式のなかで主任技術者等の教育や、新卒者等の雇
用、通年雇用化、女性の活躍支援など、人づくりの
強化に取り組む企業に対する評価を行う。

■「担い手の確保･育成」を評価項目に設定した工
事の件数

・農政部 370 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部
21 件

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部(土木) 666 件

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

・建設部(建築) 61 件

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

2 (1)誰もが輝ける働き方改革
の推進

56 建設業退職金
共済制度実態調査

建設現場に従事する季節労働者等の福祉制度で
ある建設業退職金共済制度の加入状況等を把握
するため、道発注の建設工事現場において、実態
調査を実施する。

■農政部

・元請 33 社

・下請 33 社

■水産林務部
・元請 59 社

･下請 136 社

■建設部(土木)
・元請 176 社

・下請 410 社

■建設部(建築)
・元請 25 社

・下請 28 社

57 社会保険加入状況
の「見える化」

「建設業者等企業情報検索システム」に建設業許
可業者の保険加入状況に関する情報を追加する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

■知事許可業者情報は、国において準備中

58 社会保険未加入
企業への指導等

建設業許可申請時や工事の発注時等において社
会保険の未加入企業への是正指導等を行う。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

　
　

水産林務部　総務課
管理係
（２８－１０４）

　
　
　

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

　
　
　

契約締結時な
どに社会保険
未加入につい
て、指導して
いる。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

■建設業許可更新時等指導 6 者

■工事の発注時等指導 0 者

　
　
　

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

2 (1)誰もが輝ける働き方改革
の推進

59 一人親方等の安全
及び健康の確保

建設業団体や道発注工事の請負業者等に対して、
一人親方等に対する労災保険の特別加入制度の
周知を図る。

■農政部

・文書により建設業者団体等へ周知 2 団体

・契約締結時に受注者に対し、一人親方等に対す
る労災保険の特別加入制度について周知。

■水産林務部

・文書により建設業者団体等へ周知 2 団体

・契約締結時に受注者に対し、一人親方等に対す
る労災保険の特別加入制度について周知。

■建設部

・文書により建設業者団体等へ啓発。 28 団体

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

・契約締結時に受注者に対し、一人親方等に対す
る労災保険の特別加入制度について周知。

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

60 建設キャリアアップ
システムの周知

建設キャリアアップシステムの加入促進を図るた
め、建設業者団体等を通じ周知を行う。

28 団体 建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

(2)技術をつなぐ担い手の確
保

61 北海道建設産業
担い手確保・育成
推進協議会

道内における建設業団体、職業訓練機関、関係行
政機関等が技術者・技能者などの担い手の現状や
課題に関する認識を共有し連携を強化するなど、担
い手の確保・育成の取組の効果的な推進につなげ
る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

■協議会の開催 1 回
■幹事会の開催 1 回

62 北海道建設業
サポートセンター
の運営
【再掲】

【再掲　No. 1】

63 メールマガジンの
配信
【再掲】

【再掲　No. 2】

64 建設業担い手対策
支援事業
【再掲】

【再掲　No.27】

65 建設業担い手対策
推進事業

建設産業団体や教育機関等と連携し、建設作業に
おける若年労働者の入職促進・定着促進をはかる
担い手対策を実施する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

■建設産業パネル展の開催 1 回

■若手建設産業就業者と高校生の意見交換会 4 回

■ＩＣＴ体験講習会の開催 2 回

■女性活躍推進・座談会の開催 1 回

■情報発信･育成方法習得研修会の開催 1 回

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

- 16 -



施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

2 (2)技術をつなぐ担い手の確
保

66 若年労働者
雇用対策事業
（北海道就業支援セ
ンター事業）

ジョブカフェ・ジョブサロン北海道において、若者を
はじめ、再就職を目指す中高年や、再就職を希望
する子育て中の女性等に対し、カウンセリングやセ
ミナーなど、きめ細かな就職支援を実施する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
就業推進係
（２６－４６１）

■利用者延べ数 10,305 件

■就職者数 5,809 人

67 人材誘致促進事業 道外学生の道内就職を促進するため、道外大学就
職担当者に道内企業を紹介する説明会を開催する
ほか、大学主催の就職相談会へ参加し学生に就職
情報を提供するなど、大学との連携を強化する。

■大学就職担当者向け説明会
2 回

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５２９）

■大学主催Ｕ・Ｉターン就職相談会への参加 23 回

68 北海道
Ｕ・Ｉターンフェア
（合同企業説明会）

首都圏においてＵ・Ｉターンフェアを開催し、北海道で
の就職を希望するＵ・Ｉターン希望者が、道内企業か
ら直接説明等を受ける機会を提供するとともに、Ｕ・
Ｉターン希望者に対し、道内雇用・生活関連情報の
提供等を行う。

■U・Iターンフェア開催実績 2 回

69 ＵＩＪターン新規就業
支援事業

東京圏からのＵＩＪターンによる新規就業を促進する
ため、移住支援金を交付する市町村に対して補助
するとともに移住支援金対象法人を掲載するマッチ
ングサイトを運営する。

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５２９）

■移住支援金 17 件

70 外国人材採用相談
会の開催（外国人材
確保支援事業費）

円滑な外国人材の確保を支援するため、道内企業
等を対象に、外国人材の確保に向けたノウハウ等
のセミナーや個別企業の状況に応じた個別相談を
道内６地域にて実施する。

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５３２）

■相談会 6 回

71 外国人材地域サ
ポート促進事業

外国人材の受入体制整備を促進するため、令和元
年度の同事業の成果である4つのモデル地域にお
ける支援内容・課題等を普及させるためのセミ
ナー、ワークショップを道内14地域にて実施する。

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５３２）

■セミナー、ワークショップの開催 14 地域

72 外国人材誘致強化
事業

外国人材の誘致を強化するため、北海道で働き、
暮らす魅力をPRするコンテンツを作成し、効果的に
配信する。

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５３２）

■動画コンテンツ作成 12 本

経済部　労働政策局
産業人材課
人材確保支援係
（２６－５２９）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

2 (2)技術をつなぐ担い手の確
保

73 住宅、社会資本
整備等のパネル展
の開催

建設産業が担っている、住宅や社会資本の整備な
どについて、広く道民に紹介するためパネル展を開
催する。

■土木技術パネル展 来場者170人 建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１）

■建設業ＰＲパネル展 来場者267人 建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

■維持管理防災パネル展 来場者200人 建設部　建設政策局
維持管理防災課
事業調整係
（２９－７６４）

■北海道の道路パネル展 来場者340人 建設部　土木局
道路課　道路企画係
（２９－２１４）

■河川パネル展 来場者の集計未
実施

建設部　土木局
河川砂防課
事業調整係
（２９－３１１）

　
　
　

■土砂災害防止展

■雪崩防災週間パネル展

来場者の集計未
実施

来場者の集計未
実施

建設部　土木局
河川砂防課
砂防係
（２９－４２１）

■海岸愛護月間パネル展

　
　

来場者の集計未
実施

建設部　土木局
河川砂防課
災害復旧係
（２９－４２５）

■下水道パネル展 来場者319人 建設部　まちづくり局
都市環境課
下水道計画係
（２９－６１９）

■道立公園パネル展
　

来場者118人 建設部　まちづくり局
都市環境課
公園計画係
（２９－６１５）

　
　
　

■無電柱化の日パネル展 来場者494人 建設部　まちづくり局
都市環境課
街路計画係
（２９－５６９）

　
　
　

■北国の住まいづくりパネル展 来場者115人 建設部　住宅局
建築指導課
企画係・普及推進係・主
査（空き家対策）
（２９－４６８）

　
　
　
　

■住宅建築物安全安心パネル展 来場者200人 建設部　住宅局
建築指導課
建築安全係
（２９－４６７）

　
　
　

■高校生建築デザインコンクール作品展 来場者175人 建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

74 出前講座の実施 建設産業の仕事の役割や魅力を理解してもらうとと
もに、職業観・就業意識を育てるため、中学校や高
校において出前講座を実施する。

0 回

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

75 学生等を
対象とした
建設現場見学会
への支援

建設産業への理解を深めるため、高校生等を対象
として各地域の建設業協会等が実施する建設現場
見学会の取組を支援する。

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

2 回
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

2 (2)技術をつなぐ担い手の確
保

76 総合的な
インターンシップ
(北海道ふるさと・
みらい創生推進
事業)

農林水産業や建設産業を担う後継者等を育成する
ため、中高生向けの総合的な職業紹介パンフレット
を発行するほか、産業現場などの見学等を実施す
る。

教育庁　学校教育局
高校教育課
キャリア教育指導係
（３５－７２７）

■参加者（生徒） 311 人

(274 人）

77 高等学校就職促進
マッチング事業

職業や職場に関する正確な知識や情報を収集し主
体的に進路選択ができるよう、事業所の概要説明
や作業現場の視察、従業員との意見交換などを行
う見学会を、生徒や保護者等を対象として、14管内
全てで実施する。

教育庁　学校教育局
高校教育課
キャリア教育指導係
（３５－７２７）

■参加者（生徒、保護者、教員） 476 人

(170 人）

78 高校生就業体験活
動推進事業

高校生が地域や地元の企業等との相互の連携・協
力関係を確立し、小・中学校のほか、建設業、観光
業など大学進学が前提となる資格を要する職業に
おけるインターンシップを実施し、望ましい勤労観、
職業観の育成を図る。

教育庁　学校教育局
高校教育課
キャリア教育指導係
（３５－７２７）

■参加高等学校（全日制） 114 校

79 高校生
建築デザイン
コンクール事業

将来建築技術者を志す工業高校（建築系）の生徒
を対象として、将来の建築技術者としての経験・財
産となるよう公共建築物のデザインコンクールを実
施する。

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

■参加高等学校 9 校

80 総合評価落札方式
での人づくりの
取組への評価
【再掲】

【再掲　No.55】

81 冬期増嵩経費措置
事業

季節労働者の通年雇用化を促進するため、道の単
独事業で夏期に発注を予定している工事のうち、冬
期の工事に必要な増嵩経費を措置し、一部工事を
繰り延べ発注することによって、冬期施工を推進
し、冬期就労の場の確保を図る。

経済部　労働政策局
雇用労政課
就労支援係
 （２６ー４５３）

・水産林務部 23,000 千円

・建設部 347,000 千円

82 季節労働者
通年雇用促進地域
対策事業

季節労働者の通年雇用化を促進するため、国の通
年雇用促進支援事業を受託する地域の関係者から
構成される協議会に参画し、季節労働者の資格取
得に要する経費助成など地域独自の取組を実施す
る。

経済部　労働政策局
雇用労政課
就労支援係
 （２６ー４５３）

■事業(道独自事業) 28,039 千円

(3)技術をつなぐ担い手の育
成

83 北海道建設産業
担い手確保・育成
推進協議会
【再掲】

【再掲　No.61】

84 北海道建設業
サポートセンター
の運営
【再掲】

【再掲　No. 1】

85 メールマガジンの
配信
【再掲】

【再掲　No. 2】

86 週休2日工事の
導入
【再掲】

【再掲　No.49】
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

2 (3)技術をつなぐ担い手の育
成

87 道立高等技術
専門学院における
建設関連人材育成

○建築技術科（札幌、函館、旭川、北見、帯広、
　釧路）における技能者の育成
　・２年間の施設内訓練により建築大工等を養成
○能力開発セミナーによる建設関連企業在職者の
　スキルアップ

経済部　労働政策局
産業人材課
公共訓練係
（２６－５２３）

■建築技術科における技術者養成
　（R3.3末現在在籍数：１年45名・２年38名）

83 名

■能力開発セミナー 71 名

○委託訓練による求職者を対象とした建設分野の
　人材育成

経済部　労働政策局
産業人材課
産業訓練係
（２６－５１７）

■土木技術科 4 名

■建設技術科 11 名

■建設物流科 13 名

88 事業内職業訓練
事業費補助

職業能力開発促進法に定める訓練基準に従い、知
事の認定を受けて職業訓練を行う中小企業事業主
団体等に対し、運営費及び機械整備費等に要する
経費を補助する。
１　事業内職業訓練運営費補助金

経済部　労働政策局
産業人材課
産業訓練係
（２６－５２４）

２　事業内職業訓練設備整備費補助金

30 件

(26 件)

81,553 千円

(67,957 千円)

89 技能士重用制度 道の発注する建設工事について、技能士の積極的
な活用を図る。

■職種指定
（指定した職種名：型枠施工、鉄筋施工、防水施
工、内装仕上施工、サッシ施工、ガラス施工、表
装、塗装、建築板金、スレート施工、石材施工、建
築大工、とび、左官、ブロック建築、タイル張、ACL
パネル施工、カーテンウォール施工、造園、樹脂接
着剤注入施工、コンクリート圧送施工、れんが積み
施工、冷凍空調調和機器施工、建築配管、熱絶縁
施工、建築板金（ダウト板金）、路面標示施工、ウォ
ルポイント施工、さく井、コンクリート積ブロック施
工）

30 職種 経済部　労働政策局
産業人材課
産業訓練係
（２６－５１８）

　
　
　

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

　
　
　

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

　
　
　

建設部　建築局
建築保全課
建築技術係
（２９－８７２）

90 総合評価落札方式
での人づくりの
取組への評価
【再掲】

【再掲　No.55】

91 産業貢献賞（労働
関係功労者）

多年にわたり職務に精進し、その有する技能が極
めて優れているとともに、後進技能者の育成に尽力
するなど他の技能者の模範と認められた者を知事
が表彰し、技能者の社会的地位及び技能水準の向
上を図る。

経済部　労働政策局
産業人材課
産業人材係
（２６ー５０３）

■被表彰者 14 名

( 8 名)

92 建設業担い手対策
支援事業
【再掲】

【再掲　No.27】

93 建設業担い手対策
推進事業
【再掲】

【再掲　No.65】
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

2 (4)北の輝く女性の活躍推進 94 北海道建設産業
担い手確保・育成
推進協議会
【再掲】

【再掲　No.61】

95 北海道建設業
サポートセンター
の運営
【再掲】

【再掲　No. 1】

96 メールマガジンの
配信
【再掲】

【再掲　No. 2】

97 建設業担い手対策
支援事業
【再掲】

【再掲　No.27】

98 建設業担い手対策
推進事業
【再掲】

【再掲　No.65】

99 男女平等参画
社会づくり
推進事業

女性の持つ才能や感性などの能力が十分発揮され
ることにより、本道経済や地域づくりを活性化するた
め、オール北海道で女性の活躍を支援する。

環境生活部
くらし安全局
道民生活課女性支援室
男女平等参画係
（２４－１７５）

■北の輝く女性応援会議の開催 1 回

100 北の女性活躍
サポート事業

企業等に向けた女性の社会参画に係る講演会等を
開催し、女性の社会参画及び男女平等意識の底上
げを図る。

環境生活部
くらし安全局
道民生活課女性支援室
男女平等参画係
（２４－１７５）

■女性の多様な社会参画の実例を見て学べるイベ
ントの開催

2 回

■企業・団体を対象とした講演会及び女性の視点
を理解するためのトークセッションの開催

0 回

101 誰もが働きやすい
職場環境づくり
事業
【再掲】

【再掲　No.46】

102 女性が働きやすい
職場環境づくり

建設現場を男女とも働きやすい職場環境へ改善す
るため、「快適トイレ」を男女別で設置する。

■快適トイレ設置工事数

・農政部 264 件 農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 65 件 水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部（土木） 1,388 件 建設部　建設政策局
建設管理課
積算管理係
(２９－１６５）

・建設部（建築） 20 件 建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

103 総合評価落札方式
での人づくりの
取組への評価
【再掲】

【再掲　No.55】
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

３　地域の安全･安心の確保

(1)地域力の強化 104 総合評価落札方式
での災害対応等の
評価

総合評価落札方式を充実し、維持や除雪実績、災
害時の協力など地域の安全・安心への貢献度を評
価する。

■「地域の守り手確保」を評価項目にした工事の件
数

・農政部 370 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

　
　

・水産林務部 21 件

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

　
　
　 ・建設部(土木) 735 件

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

　
　
　 ・建設部(建築) 61 件

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

105 防災協定の拡充 関係機関との防災協定を締結し、災害応急対策の
強化を図る。

建設部　建設政策局
維持管理防災課
施設防災係
（２９－７７１）

■関係機関との防災協定の締結 0 協定

106 防災教育、
防災訓練等

市町村や関係機関の連携による実践的な訓練を通
じ、災害応急対策の一層の迅速化、的確化を図る
ほか、訓練を通じ広く一般住民等への防災意識の
高揚を図る。

総務部　危機対策局
危機対策課
教育訓練係
（２２－５６８）

■北海道防災総合訓練への参加団体数 30 団体

（0 社）

107 長寿命化計画に
おける中長期的
需要見通しの
明示

「北海道インフラ長寿命化計画（行動計画）」に基づ
き策定する個別施設計画に、補修や更新の中長期
的な需要見通しを示す。

建設部　建設政策局
建設政策課
建設政策係
(２９－６６５)

■建設部所管施設全体のコストの見通し（Ｒ２まで
策定済み施設のみ）を公表

108 中小企業向け
ＢＣＰ普及促進、
策定支援

道と包括連携協定を締結する民間企業とのセミ
ナー開催など、道内中小企業に対する取組促進を
図る。

経済部　地域経済局
中小企業課
経営支援係
（２６－２２３）

■「北海道版ＢＣＰ策定の手引き」を作成・配布 5,000 部

(2)市町村との連携強化 109 地域建設業と
市町村との
連携強化

発注者協議会・地方部会において、国、道と市町村
との情報交換や連絡調整、課題への対応等各種施
策の推進を行うなど市町村との連携の強化を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

■北海道ブロック発注者協議会 4 回

110 市町村への総合
評価落札方式等
の入札制度の
周知

市町村等が参加する会議等を通じ、市町村に総合
評価落札方式等の入札制度を周知する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

■北海道ブロック発注者協議会

111 担い手３法の趣旨
の周知

市町村等が参加する会議等を通じ、市町村に担い
手３法改正の趣旨を周知する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６２）

■北海道ブロック発注者協議会

開発局、北海道、札幌市
の三者による会議

全道の全ての市町村が
参加する北海道ブロック
発注者協議会地方部会
を各総合振興局・振興局
単位で開催

全道の全ての市町村が
参加する北海道ブロック
発注者協議会地方部会
を各総合振興局・振興局
単位で開催
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

４　建設産業の環境整備

(1)新分野や道外などへの進
出

112 北海道建設業
サポートセンター
の運営
【再掲】

【再掲　No. 1】

113 メールマガジンの
配信
【再掲】

【再掲　No. 2】

114 新分野進出
取組事例の紹介

新分野進出事業の参考とするため、これまで新分
野に進出した取組の事例をホームページ等で紹介
する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

115 北海道中小企業
総合支援センター
事業費補助金
【再掲】

【再掲　No. 3】

116 中小企業競争力
強化促進事業

中小企業の競争力の強化を促進するため、「北海
道産業振興条例（通称）」に基づき中小企業等が行
う製品開発や市場開拓、人材育成等の取組を支援
する。

経済部　産業振興局
産業振興課
産業企画係
（２６－８１９）

■中小企業競争力強化促進事業費

・マーケティング支援事業 9 件
　限度額200万円　助成率1/2以内 ( 0 件)

7,360 千円

( 0 千円)

・コンサルタント等招へい支援事業 2 件
　限度額100万円　助成率1/2以内 ( 0 件)

1,430 千円

( 0 千円)

・産業人材育成確保支援事業 7 件
　限度額50万円/人　助成率1/2以内 ( 0 件)

1,778 千円

( 0 千円)

・市場対応型製品開発支援事業 6 件
　限度額300万円（又は500万円）　助成率1/2以内 ( 0 件)

13,317 千円

( 0 千円)

117 地域づくり総合
交付金（地域
づくり推進事業
(新産業創造事業)）

地域における新規成長分野を中心とした新産業の
創造に向けた事業及び生活に関連した新たなサー
ビス業の創出に向けた事業を支援する。

総合政策部
地域創生局
地域政策課
地域政策係
（２３－４６９）

1 件

3,000 千円

118 循環資源利用促進
施設設備整備費
補助金

産業廃棄物の排出事業者・リサイクル事業者が行
うリサイクル施設・設備等の整備に補助する。

環境生活部　環境局
気候変動対策課
民間連携担当
（２４－３０９）

■循環資源施設設備整備費補助 12 件

（0 件)

355,796 千円

（0 千円)

119 リサイクル技術
研究開発補助金

概ね３年以内（具体的な計画が明確なものに限って
はそれ以上も可）の事業化を前提に行われる産業
廃棄物のリサイクル等に係る研究開発に補助す
る。

環境生活部　環境局
気候変動対策課
民間連携担当
（２４－３０９）

■リサイクル技術研究開発補助 1 件

(0 件)

3,123 千円

(0 千円)

120 リサイクル産業
創出事業費補助金

企業等が行なう産業廃棄物を利用したリサイクル製
品等の事業化に向けた調査研究（実証実験や市場
調査）や事業実施に当たっての課題解決のための
取組に対する支援を行なう。

経済部
環境・エネルギー局
環境・エネルギー課
環境産業・省エネル
ギー担当
（２６－１６６）

■実証実験･市場調査費補助 0 件

( 0 件)

0 千円

( 0 千円)

道ホームページで公開
「建設産業パネル展」で
取組紹介
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

4 (1)新分野や道外などへの進
出

121 環境産業関連製品
技術開発振興事業

道内の省エネ・新エネ化や地域エネルギーの効率
的利用を促進するため、環境関連製品の開発や事
業化、技術開発及び実証等を行う事業に対し補助
する。

■事業化支援・技術開発補助 3 件

( 0 件)

22,968 千円

( 0 千円)

122 中小企業総合振興
資金
【再掲】

「ステップアップ貸付」により、事業規模の拡大、設
備更新による経営効率化を図る中小企業者等に対
し、必要な事業資金を融資する。

経済部　地域経済局
中小企業課
金融係
（２６ー３６４）

【新規融資枠】

■ステップアップ貸付 4 件
新規融資枠：2,000百万円 54 百万円

123 ３Ｒ連携推進事業 道内で製造・開発された一定の基準を満たすリサイ
クル品を認定する。

環境生活部　環境局
気候変動対策課
民間連携担当
（２４－３０９）

■認定件数 5 社

（0 社)

124 リサイクル製品
認定支援事業

北海道リサイクル製品認定に係る品質、環境保全
性への配慮に関する基準の適合を証明するために
実施する試験分析経費を補助する。

環境生活部　環境局
気候変動対策課
民間連携担当
（２４－３０９）

■認定･更新申請に係る試験分析費用の一部助成 388,000 千円

125 リサイクル
アドバイザー
派遣事業

産業廃棄物のリサイクル等に取組む道内中小企業
や地域、団体が主催するリサイクル啓発講座など
に対し、技術的・専門的な指導・助言やリサイクル
に関する講演などを行うアドバイザー等の派遣等を
実施する。

環境生活部　環境局
気候変動対策課
民間連携担当
（２４－３０９）

■アドバイザーの派遣 0 件

（0 件)

126 高断熱・高気密の
特性を活かした
住宅関連事業の
拡大
【再掲】

【再掲　No. 22】

127 競争入札参加資格
審査における
地域貢献の
加点措置

競争入札参加資格審査において、地域に貢献して
いる企業に対し加点措置する。

■地域貢献の加点措置がされている業者数

・農政部 1,409 社

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

　
　

・水産林務部 1,305 社

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

　
　
　 ・建設部(土木) 1,552 社

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

　
　
　

・建設部(建築) 1,543 社 建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

経済部
環境・エネルギー局
環境・エネルギー課
環境産業・省エネル
ギー担当
（２６－１６６）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

4 (2)法令遵守の徹底 128 建設業法など関係
法制度の遵守の
指導

建設工事安全パトロール等の実施を通して、建設
業法・労働安全衛生法などの関係法令の遵守の指
導を強化する。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

■パトロールの実施時に施工体制、現場安全対策
の点検等とともに、関係法令遵守の指導を行う。

129 「建設業法令
遵守ガイドライン」
及び「発注者・
受注者間における
建設業法令遵守
ガイドライン」の
周知徹底

建設工事の適正な施工、元請下請関係の適正化な
ど建設業の健全な発展を促進するため、業界団体
等へガイドラインの周知徹底を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

■道ホームページ「建設業者の皆様に知っておい
ていただきたいこと」に掲載し、周知を図る。

■文書により建設業者団体等へ啓発。 28 団体

130 安全点検推進事業
（安全パトロール
の実施）
【再掲】

【再掲　No. 54】

131 建設工事下請状況
等調査

元請・下請関係における契約関係の適正化を図る
ため、道発注の建設工事において元請下請間の契
約状況等の調査・指導を行う。

■農政部

・調査数(元請) 33 社
・調査数(下請) 33 社

■水産林務部
・調査数(元請) 34 社
・調査数(下請) 65 社

■建設部
・調査数(土木関係　元請) 201 社
・調査数(土木関係　下請) 329 社

・調査数(建築関係　元請) 25 件
・調査数(建築関係　下請) 28 件

　　下請状況等実態調査による実感の把握と指導

132 社会保険加入状況
の「見える化」
【再掲】

【再掲　No.57】

133 社会保険未加入
企業への指導等
【再掲】

【再掲　No.58】

134 建設業法に基づく
監督処分の厳正
な対応

不正行為を行った建設業者に対し、建設業法に基
づく監督処分等を厳正に行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

■監督処分 13 者

135 建設ホットラインの
活用

建設工事請負契約上のトラブルに関する相談等に
対して、適切な助言を行う。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

■相談件数 39 件

　（建設部） ( 36 件)
　（振興局） ( 3 件)

施工体制の点検及び法
令遵守の指導を実施

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

4 (3)適正な施工体制 136 「建設産業におけ
る生産システム
合理化指針」の
周知徹底

建設産業の合理的な生産システムの確立に向けた
自主的な取組を促進するため、「建設産業における
生産システム合理化指針」等を建設業者団体等に
対し周知徹底を図る。

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

■文書による業界団体･関係機関への啓発 28 団体

　　＜周知事項＞

　　・適正な契約の締結

　　・適正な施工体制の確立

　　・建設労働者の雇用条件等の改善

137 安全点検推進事業
（安全パトロール
の実施）
【再掲】

【再掲　No.54】

138 建設工事下請状況
等調査
【再掲】

【再掲　No.131】

139 施工体制点検・
確認要領に基づく
点検

工事現場等における施工体制の点検・確認を行
い、建設業法違反等が認められたときは、許可行
政庁に通知する。

■農政部
・全道一斉安全パトロール

33 現場 農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

■水産林務部
・随時実施

34 現場 水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

　
　
　

■建設部
・建設工事安全パトロール（10建設管理部） 116 現場

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

　
　
　

・営繕工事施工現場安全パトロール

　
　　　　　施工体制、現場安全対策の点検･指導

10 現場 建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

140 建設業法など関係
法制度の遵守の
指導
【再掲】

【再掲　No.128】

141 建設ホットライン
の活用
【再掲】

【再掲　No.135】

142 「建設業等に
おける構造改善
推進懇談会」の開催

建設業等の構造改善の推進や、総合工事業、専門
工事業等の建設業者団体の自主的な協議の場づく
りへの支援として懇談会を開催する。

構成員へ関係資
料を提供し情報
を共有

建設部　建設政策局
建設管理課
建設産業振興係
（２９－７１７）

(4)不良・不適格業者の排除 143 社会保険加入状況
の「見える化」
【再掲】

【再掲　No.57】

144 社会保険未加入
企業への指導等
【再掲】

【再掲　No.58】

- 26 -



施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

4 (4)不良・不適格業者の排除 145 「北海道暴力団の排除の推進に関する条例」によ
り、道発注工事からの暴力団関係建設業者の排除
や暴力団員等による不当介入の排除を徹底する。

■入札参加除外措置

・農政部 0 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

　
　

・水産林務部 0 件

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

　
　
　 ・建設部(土木) 0 件

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

　
　
　 ・建設部(建築) 0 件

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

　
　
　
　

環境生活部
くらし安全局
道民生活課
道民生活係
（２４－１７６）

146 安全点検推進事業
（安全パトロール
の実施）
【再掲】

【再掲　No54】

147 建設業法など関係
法制度の遵守の
指導
【再掲】

【再掲　No.128】

148 建設工事下請状況
等調査
【再掲】

【再掲　No.131】

149 施工体制点検・
確認要領に基づく
点検
【再掲】

【再掲　No.139】

150 建設業法に基づく
監督処分の厳正な
対応
【再掲】

【再掲　No.134】

151 指名停止等の適正
な運用

不正行為等を行った建設業者に対して、指名停止
等により厳正に対処し、公正な競争を妨げたり、公
共工事の品質確保や適正な施工体制の確保等の
支障となる不良・不適格業者の排除に努める。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

　
　

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

■指名停止措置

■資格消滅･参加排除

42
（31

1
（１

社
社）
社
社）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

　
　
　

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

152 「建設産業におけ
る生産システム
合理化指針」の
周知徹底
【再掲】

【再掲　No.136】

153 建設ホットラインの
活用
【再掲】

【再掲　No.135】

暴力団排除の徹底
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

５　発注者としての取組

(1)「建設業経営効率化」の
取組

154 建設業経営効率化
庁内連携会議の
開催
【再掲】

【再掲　No. 8】

155 地方建設業
経営効率化
協議会の開催
【再掲】

【再掲　No.9】

156 三者検討会の開催
【再掲】 【再掲　No.17】

157 トータル
マネジメント
委員会の開催

工事を円滑に施工するため、工事発注前の段階に
おいて、用地取得や占用物件移設協議の状況、他
機関との許認可・協議状況等について確認・審議す
るトータルマネジメント委員会を開催する。

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６１）

■トータルマネジメント委員会 10 建管

(2)生産性の向上の取組 158 ICTを活用した
工事現場での
施工や書類作成
の省力化による
生産性の向上
【再掲】

【再掲　No.26】

159 建設現場における
現場打ち
コンクリートの
生産性の向上
【再掲】

【再掲　No.28】

160 プレキャスト工法
活用拡大の検討
【再掲】

【再掲　No.29】

161 施工時期の平準化
と余裕ある工期
での発注
【再掲】

【再掲　No.16】

162 債務負担行為の
活用

適期施工への取組を推進するため、債務負担行為
を活用し、早期発注に努める。

建設部　建設政策局
建設政策課
建設政策係
(２９－６６３)

■社会資本整備総合交付金事業に関する債務負
担行為限度額を設定

5,614,000 千円

163 CIM等の新しい
設計、施工の
あり方の検討

CIM等の新しい設計、施工のあり方を検討する。 建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

164 受発注者間の
書類等の簡素化
【再掲】

【再掲　No.30】

165 設計変更確認会議
の実施
【再掲】

【再掲　No.18】

166 ワンデー
レスポンスの実施

工事現場において発生する諸問題に対し迅速な対
応を行い、適切な工程管理を行うため、ワンデーレ
スポンスを実施する。

■対象工事件数

・農政部 559 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 372 件

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部 1,187 件

建設部　建設政策局
建設管理課
技術管理係
（２９－１６３）

新しい設計・施工のあり
方を検討中
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

5 (3)担い手確保・育成に関す
る取組

167 競争入札参加資格
審査における担い
手確保の加点措置

競争入札参加資格審査において、担い手確保に取
り組んでいる企業に対し加点措置する。

■担い手の確保の加点措置がされている業者数

・農政部 611 社

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 565 社

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部（土木） 668 社

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

・建設部（建築） 804 社

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

168 競争入札参加資格
審査における女性
の活躍促進の加点
措置

競争入札参加資格審査において、女性の活躍促進
に取り組んでいる企業に対し加点措置する。

■女性の活躍推進の加点措置がされている業者数

・農政部 266 社

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 255 社

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部（土木） 287 社

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

・建設部（建築） 296 社

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

169 新規雇用や若年技
術者の配置を優遇し
た総合評価落札方
式の入札実施

総合評価落札方式で、新規雇用や若年技術者の
育成、確保の取組を評価する。

■新規の雇用を評価項目にした工事の件数

・農政部 370 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 21 件

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部（土木） 666 件

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

・建設部（建築） 61 件

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

170 競争入札参加資格
者を社会保険等の
加入者に限定

競争入札参加資格者を社会保険等の加入者に限
定する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

建設部　建築局
計画管理課
計画係
（２９－８６８）

競争入札参加資格の
資格要件として、社会
保険等の加入者に限
定し、未加入者につい
ては申請を受け付けな
いこととしている。
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

5 (3)担い手確保・育成に関す
る取組

171 社会保険加入状況
の「見える化」
【再掲】

【再掲　No.57】

172 社会保険未加入
企業への指導等
【再掲】

【再掲　No.58】

　
　
　

173 元請及び下請企業
に係る社会保険
未加入対策の促進

道発注の建設工事において、元請企業と下請企業
を社会保険加入企業に限定する。

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

　
　

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

　
　
　

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

　
　
　

■文書により建設業者団体等へ啓発
　＜周知事項＞
　・社会保険未加入対策について

通知文書によ
り周知
28　団体

建設部　建設政策局
建設管理課
建設業係
（２９－７２１）

　
　
　

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

174 女性が働きやすい
職場環境づくり
【再掲】

【再掲　No.102】

175 総合評価落札方式
での人づくりの
取組への評価
【再掲】

【再掲　No.55】

176 一人親方等の安全
及び健康の確保
【再掲】

【再掲　No.60】

177 施工時期の平準化
と余裕ある工期
での発注
【再掲】

【再掲　No.16】

178 早期の単価変更に
よる、実勢を
反映した労務単価
による積算
【再掲】

【再掲　No.12】

179 設計資材単価の
毎月改定と予定
価格の適切な設定
【再掲】

【再掲　No.13】

180 不調・不落等の
工事における
見積りを活用した
入札の検討
【再掲】

【再掲　No.14】

181 遠隔地からの
労働者・建設
資材等の調達に
伴う設計変更
【再掲】

【再掲　No.15】

182 適切な賃金水準を
確保するための
調査の実施
【再掲】

【再掲　No.51】

183 適切な賃金水準の
確保の要請
【再掲】

【再掲　No.52】

184 技能士重用制度
【再掲】 【再掲　No.89】

道が定める契約約
款の規定に基づき
全庁体制で取組
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施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

5 (3)担い手確保・育成に関す
る取組

185 入札参加資格
審査における
通年雇用化の
実績のある企業
への優遇措置

道工事における入札参加者の格付の審査に際し、
季節労働者の通年雇用化に取り組んでいる事業者
について、道独自の評価を行い、配慮することによ
り、季節労働者の通年雇用化の取組を促進する。

経済部　労働政策局
雇用労政課
就労支援係
 （２６ー５１８）

■事業者からの申告数 626 件

(4)地域の安全・安心の確保 186 長寿命化計画に
おける中長期的
需要見通しの
明示
【再掲】

【再掲　No.107】

187 道路メンテナンス事
業補助

インフラの再構築のため、橋梁定期点検及びそれ
に基づく修繕･更新を実施する。

・水産林務部 188 箇所

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部 314 箇所

建設部　土木局
道路課
事業調整係
（２９－２１１）

188 北海道維持管理
業務連絡協議会
との意見交換

住民が安全で安心して暮らせる道路・河川等の維
持管理体制を確立するため、当該協議会との意見
交換を実施する。

建設部　建設政策局
維持管理防災課
治水維持係
（２９－３４６）

■意見交換会の開催 0 回

189 防災協定の拡充
【再掲】 【再掲　No.105】

190 総合評価落札方式
での災害対応等の
評価
【再掲】

【再掲　No.104】

191 競争入札参加資格
審査における防災
活動等の加点措置

競争入札参加資格審査において、維持、防災活
動、除雪実績や建設機械、除雪機械の保有状況に
応じ企業に対して加点措置する。

■地域社会の維持の加点措置がされている業者数

・農政部 1,011 社

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 940 社

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部（土木） 1,068 社

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７２８）

・建設部（建築） 720 社

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

192 市町村への総合
評価落札方式等
の入札制度の周知
【再掲】

【再掲　No.110】

(5)透明で公正な競争の促進 193 暴力団排除の徹底
【再掲】 【再掲　No.145】

194 指名停止等の
適正な運用
【再掲】

【再掲　No.151】

195 社会保険加入状況
の「見える化」
【再掲】

【再掲　No.57】

196 社会保険未加入
企業への指導等
【再掲】

【再掲　No.58】

- 31 -



施　策（区　分） 推　進　事　業 事　業　概　要 所管部課係
取組結果

(下段( ):建設業)

5 (5)透明で公正な競争の促進 197 建設工事下請状況
等調査
【再掲】

【再掲　No.131】

198 一般競争入札の
実施

入札手続きの客観性・透明性をより高め公正な競
争を促進させる観点から、一般競争入札を実施す
る。

■制限付き一般競争入札

・農政部 559 件

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・水産林務部 358 件

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・建設部(土木) 1,828 件

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

・建設部(建築) 229 件

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

199 中小企業者等に
対する受注機会
の確保
【再掲】

【再掲　No.19】

200 一般競争入札に
おける適切な
地域要件の設定

入札手続きの客観性・透明性をより高め公正な競
争を促進させる観点から、一般競争入札の適切な
活用を図ることとしているが、この活用に当たって
は、競争性を確保しつつ入札の参加要件として地
域要件を設定することにより、道内中小建設業者の
受注機会の確保に努める。

■農政部

農政部　農村振興局
事業調整課
調整係
（２７－１５６）

・地域要件設定一般競争入札 559 件

・うち道内中小企業受注 549 件

■水産林務部

水産林務部
総務課　管理係
（２８－１０４）

・地域要件設定一般競争入札 368 件

・うち道内中小企業受注 368 件

■建設部(土木)

建設部　建設政策局
建設管理課
工事管理係
（２９－７０２）

・地域要件設定一般競争入札 1,828 件

・うち道内中小企業受注 1,715 件

■建設部(建築)

建設部　建築局
計画管理課
契約係
（２９－８６２）

・地域要件設定一般競争入札 228 件

・うち道内中小企業受注 219 件

　
201 総合評価落札方式

での技術力の評価
【再掲】

【再掲　No.37】

202 施工体制点検・
確認要領に基づく
点検
【再掲】

【再掲　No.139】

203 安全点検推進事業
（安全パトロール
の実施）
【再掲】

【再掲　No.54】

- 32 -


